〈展望〉選択性緘黙の有病率に関する文献的検討 by 趙 成河 et al.
〈展望〉選択性緘黙の有病率に関する文献的検討
著者 趙 成河, 園山 繁樹
著者別名 CHO Sungha, SONOYAMA Shigeki
雑誌名 障害科学研究
巻 42
ページ 227-236
発行年 2018-03-31
URL http://hdl.handle.net/2241/00151830
障害科学研究.42, 227 -236. 2018 
展望
選択性絨黙の有病率に関する文献的検討
趙成河＊．園山繁樹＊＊
本研究では、選択性絨黙の有病率に関する先行研究を概観し、有病率の拙定値とそ
の根拠資料を把握することを目的とした。対象とする先行研究は英文および和文の学
称i誌に掲載された選択性絨黙の有病率を調査した論文を選定した。選定基準に適合し
た16編の論文を分析対象とし、 12の瑣目について分析した。調査研究の対象年齢は
3.6~17歳で、有病率は o.02~1.89%であった。また幼稚園および学校で調査を実施
した論文が12編、クリニ ックで実施した諭文は 4編であった。選択性絨黙の診断視；
準としてDSM-111-Rを用いた論文は 1編、 DSM-JVを）廿いた論文は 8編、 DSM-5を用
いた論文は 1編、記賊のない論文は 6編であった。和文誌は 4論文と少なく、最近の
日本の選択性絨黙の有病率に関する大規模の調査は見当たらず、今後、日本における
選択性絨黙の現状を把握する必要がある。また、今後の研究では選択性絨黙の発症時
期について検討する必要がある。
キー・ワード：選択性絨黙有病率先行研究
I. 問題と目的
子どもがほとんどすべての社会的状況で話さ
ないことは、一般的なことではない。社会的交
流の中で他者と接する時、選択性絨黙 (selective
mutism)のある子どもは、他者に話しかけられ
ても話し始めたり、応答したりしない。現在、
選択性鍼黙は、「その他の状況（例えば、家庭）
で話すことは可能にもかかわらず、話すことが
期待されている特定の社会的状況においては話
すことが一貰してできない」ことによって特徴
づけられる (AmericanPsychiatric Association, 
2013)。
いくつかの場而では容易に話せるが、他の場
面では話せない子どもの存在は、 1877年にドイ
ツの医nilClifton Kussmaulにより初めて報告さ
れ、 1934年にMoritzTram erによって "elective
＊筑波大学大学院人間総合科学仙究科
＊＊筑波大学人間系
mut1sm" と名付けられた (Cline& Baldwin, 
2004)。しかし、選択性絨黙が米国粘神学会の
「精神疾患の診断 ・統計マニュアル (Diagnostic
and Sratistical Manual~f'Mental Disorders ; 以下，
DSM)」に記載されたのは 1980年の3版 (DSM-
ITI)が初めてである。
DSM-HJおよびDSM-111-Rにおける選択性絨
黙の診断基準では、「理解能力および発話能力
があるものの、喋ることを＂拒否＂すること」
と記述されていたが、選択性絨黙は 「選訳」や
「自発的な意志」ではないことが認識され、
1994. 年のDSM-JVからは診断基地が大幅修正さ
れるとともに、 '・selectivemu tism"に名称が変
わった (McHoJm,Cunningham, & Vanier, 2005)。
また、 DSM.-111では 「通常、幼児期、小児期
等に発症する障害」に、 DSM-JVでは「通常、
幼児期・小児期または青年期に初めて診祈され
る障害」に分類されたのが、 DSM-5からは、
選択性絨黙児者の大多数が不安を感じており、
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選択性絨黙と不安障害とを結びつける研究、
および成人期まで持続する（稀には、成人期に
発症する）という認識の拡大により「不安障害」
に分類された (AmericanPsychiatric Association, 
2013 ; Black & Grant, 2014)。
DSM-5では選択性絨黙の発症年齢は通常、 5
歳未満であると記述されているが、入学するま
では臨床的に注目されない可能性があることも
指摘されている (AmericanPsychiatric Association, 
2013)。またDSM-111-Rまでは選択性絨黙の症状
が数週間か数力月持続すると記述されていた
が、 DSM-IV からは 2~3 カ月から長期まで様々
であると記述され、持続期間は多様であるとさ
れている。
有病率 (prevalence)は、ある一時点において、
当該の疾病を有している人の割合のことである
(Rothman, 2012)。一般に選択性絨黙は稀であ
るとされているが、その根拠は十分ではない
(Bergman, Piacentini, & McCracken, 2002)。
DSM-1Vでは、精神保健の状況で診療される者
の1%以下しか認められないと示されており、
DSM-5では、状況や対象の年齢によって異な
るが、 0.03~1% とより具体的に示されている。
一方、 Sharp,Sherman, and Gross (2007)は0.03
~0.2% 、 Viana, Beidel, and Rabian (2009)は0.47
~o.76% と選択性誡黙の有病率を 1Hi 定してお
り、文献によってその範囲が椋々である。また、
選択性絨黙の有病率に関する論文の中には、有
病率の根拠資料や症状についての詳細が記載さ
れていないものもあり (Bergmanet al., 2002)、
DSMの診断基準の変吏に伴う学術的資料の整
埋はできていない。そこで本研究では、選訳性
絨黙の有病率に関する先行研究を概観し、有病
率の拙定伯とその根拠資料を把担することを目
的とした。
IT. 方法
1. DSMの診断基準の変遷
DSM-IllからDSM-5における選択性絨黙の診
断基誰及び関連する記述を整理した。
2. 対象海外誌（英文）の検索
ERJC、PsycJNFO、及びPubMedを使用し、以
下の順序で検索した。
(1) 「"selectivemutism" または "elective
mutism"」と「"comorbidjty"または "populatioo"
または..epidemiology"または "prevalence"」の
キーワードで検索をした（最終検索日 2017年6
月5日）。
(2)検索条件はPeerReviewed Journal、Human、
Englishに設定した。
(3)検索結呆からレビューと事例研究を除外
した。
3. 対象国内誌（和文）の検索
Ci.Nii及び]-Stageを使用し、以下の）I孔序で検
索した。
(1)「絨黙、選択性絨黙、場面絨黙」と「率、
調査、出現、有病、発生、人口、併存、合併、
併発、実態、疫学」の組み合わせをキーワード
にし、全文検索をした（最終検索日2017年5
月29日）。
(2)検索結果からレビューと事例研究を除外
した。
4. 分析対象論文の選定
洵外誌の検索の結呆、 ERlCから 4編中 0編、
PsychINFOから 53編中 9編、 PubMedから48編
中8編が該当し、重板する 7編を除外し、 10編
を分析対象とした。
国内誌の検索の結呆、 CiNiiで最も多くの文
献が検出されたキーワードは「絨黙と調査」で、
10編中 2編が該当した。 ]-Stageで最も多くの
文献が検出されたキーワードは「絨黙と率」で、
108編中 2編が該当し、重複する 1編を除外し
た。その結果、 3編を分析対象とした。
さらに、分析対象論文に引用されていた涌外
誌論文2編、国内誌、諭文 1編を追加し、最終的
に16編の論文を分析対象とした。
5. 分析項目
分析対象の論文について国、診断甚；準、調査
フィールド、調査方法、回答者、調査対象者数、
調査対象年齢、選択性鍼黙者数、選択性絨黙者
の年齢、有病率、男女比、発症年齢の12の項
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目について整理した。
皿．結果
Table 1に、 DSMにおける選択性絨黙に関す
る記述の変遷を整埋した。
診断基準に関する記述をみると、 DSM-111で
は「A.社会的場面において持続的に話すことを
拒否する、 B話し言葉の理仰（および話す能力は
存在する、 C.他の精神障害もしくは身休疾患に
起因することではない」と定義されていたが、
DSM-lJl-Rでは 「C.他の精神障害もしくは身体
疾患に起因することではない」という記述が削
除されていた。しかし、 DSM-IV以降は「A.他
の状況では話しているにも関わらず、特定の社
会的状況では、一貰して話すことができない、 B
学業上、職業上の成績または対人的コミュニ
ケーションを阻害する、 C.:持続期間は少なくと
も1カ月である、D.話すことができないことは、
社会的状況で要求される話し言業の楽しさや知
識がないことによるものではない、 E コミュニ
ケーション障害では説明されず、広汎性発達障
（自閉スペクトラム症）、梢神分裂病（統合失
調症）、または他の精神病性障害の経過中にの
み起こるものではない」と、以前より具1本的に
定義されていた。また..electjve mntism"から
. selective mntism"への障害診断名の変更に伴う
記述の変化は見られるが、 DSM-JV以降に定義
における大きな変化は見られない。
発症年齢に関する記述をみると、 DSM-Illか
らDSM-5まで 「通常、 5歳以前であるが、学校
に入るまで、障害が臨床的に気付かれることは
ない」という記述内容で共通している。
経過に関する記述をみると、 DSM-111と
DSM-111-Rでは「ほとんどの場合、数週IMJか数
カ月のみであるが、少数の例では数年間紙く」
とされているが、 DSM-JV では「通常、 2~3
カ月しか持続しないが、 I寺には長期に渡って持
続することもある」とされており、 DSM-JV-TR
では「持続の利度は椋々であり、 2~3 カ月し
か持統しない場合もあれば、数年持続する場合
もある」とされていた。 DSM-5では「持続期
間は様々であり、臨床報告で多くの人が＂成長
と共に脱出する”と示唆されているが、縦断的
経過はよく知られていない」と記述されており、
その経過の多様な様相について記述されるよう
になっていた。
有病率に関する記述をみると、 DSM-Illと
DSM-IIT-Rでは「明らかに稀であるが、 1%未
満である」とされていたが、 DSM-IVとDSM-
lY-TRでは「明らかに稀であるが、 1%以下で
ある」とされており、 DSM-5では「比較的に
稀であるが、 0 .03~1%である」とより狭い範
囲で記述されていた。
Table2に洵外誌論文における分析結呆をまと
め、Table3に国内誌論文の分析結呆をまとめた。
分析項目の全てについて記述されていた論
文は16編のうち 4編 (Elizur& Perednik, 2003 ; 
Kopp & GilJberg, 1997 ; Kumpulainen, R瞬 nen,
Raaska, & Somppi, 1998 ; Sharkey & McNichoJas, 
2012)のみであった。
検索対象諭文は 1959年 ~2016年の文献で
あったが、選択性絨黙の有病率について調査を
行った最も古い論文は、渦外誌ではBradleyand 
Sloman (1975)とBrownand Lloyd (1975)であ
り、国内誌では内山 (1959)であった。しかし、
これらはDSM>Ilに選択性絨黙が記載される以
前の論文であった。
洵：外誌の選択性絨黙の有病率に関する調査は
8カ国で実施されており、米国が4編で最も多
く、次いで英国の 2編、その他は 1編（カナダ，
スウェーデン，フィンランド，イスラエル，ト
ルコ，アイランド）であった。
診断基準としてDSM-111-Rを用いた綸文は 1
編 (Kumpulainenet al., 1998)、DSM-JVを用いた
論文は 8編、DSM-5を用いた論文は 1編であ
り、 DSMの診断碁準の記載がなかった論文は
6編あった。
調査フ ィールドについては、幼稚園または学
校で実施した論文が12編、クリニックで実施
した論文が4編であった。
調査方法として質問紙調査を実施した論文
が12編、インタビュー調査を実施した論文が
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Table 1 DSMにおける選択性誠黙に関する記述の変遷
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選択性絨黙の有病率に関する先行研究（国内誌）
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3編で、アセスメントを実施した論文が1編
(Fu叫udis,Kalvin, & Garside, 1979)であった。
調査の回答者が教師であった論文は10編、
親であった論文は2編、特別支援教育コーデイ
ネーターであった諭文は 1編、その他に学会員、
対象児が1編ずつであり、具イ本的な記載がな
かった論文が 1 編（深谷・伊藤•松崎・野田，
1970)あった。
調査対象者数が1,000名未計翡の諭文は 2編、
1,000名以上5,000名未植位の論文は 5編、 5,000
名以上10,000名未満の論文は 3編、 10,000名以
上50,000名未満の論文は 2編、 50,000名以上の
論文は 4編 (Carlson,Kratochwil], & Johnston, 
1994-; 久rn. 金原・梶・角 rn. 青木， 2016;
Karakaya, Sismanlar, Memik, Coskun, Agaoglu, & 
Yavuz, 2008 ; 村本， 1983)であった。調査対象
者数が最も多かったのは626,880名 (Carlsonet 
al., 1994-)であり、最も少なかったのは190名
(Chavira, Stein, Bailey, & Stein, 2004)であった。
調査対象年齢が記載された論文は12編であ
り、 3.6~17 歳であった。年1H令は示されず、学
年のみ記載された論文は 4編であり、幼稚園～
中学 3年であった。
選択性絨黙者数は 1~669名であった。選択
性絨黙者の年齢が示された論文（一部表記を含
む）は 7編であり、学年で示された論文（一部
表記を含む）は 3編であった。また記載のない
論文が7編であった。
選択性絨黙の有病率は o.02~1.89% であっ
た。そのうち、診断基維の記賊がなかった論文
6 編を除外すると、有病率は 0.03~1.89%であっ
た。
選択性絨黙の男女比を記載した論文は洵外誌
6編であり、男女比は l: 0.4~1.5 であった。
発症年齢を調査した論文は洵外誌 4編 (Elizur
& Perednik, 2003 ; Kopp & Gillberg, 1997 ; 
Kumpulainen et al., 1998 ; Sharkey & McNichoJas, 
2012) のみであり、そのうちの 3 編は 2.1~7 歳
であり、 Kumpulainenet al. (1998)では、 38人中、
18%はプリスクール（小学校入学1年前）以降、
53%は小学校入学以降、選択性絨黙の症状が持
統していた。
w. 考察
本仙究では、選択性絨黙の有病率に関する先
行研究を概観し、有病率の1ft定伯とその根拠資
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料を把握することを目的とした。
DSM-111に初めて記載された選択性絨黙は、
DSMの変遷と共に少しずつその記載内容が変
化してきた。診断基準においてはDSM-111では
3項目に分けて定義されていたが、 DSM-Ill-R
では他の障害との関連性に関する記述が削除さ
れていた。しかしDSM-IVからは 5項目に分け
てより具1本的に定義され、障害診断名の変更に
伴い表現の変化はあるが、 DSM-5に至るまで
大きな変化は見られなかった。しかし、本研究
の分析対象論文においてDSM-IV以降の診断甚
準を用いた調査研究は16編のうち 9編であり、
そのうち、 DSM-5を用いた調査研究は 1編の
みであった。
発症年齢については大きな変化は見られない
が、経過については限定された持続期間から多
様な様相を示唆する記述に変化してきた。特に、
縦断的経過について知られていないことから、
今後の研究は持続期間の様相について把握する
必要がある。
分析対象論文の有病率は 0.02~1.89%であっ
たが、診断基訛の記載がある論文の有病率は
0.03~1.89%であった。 その内訳を診断基準別
にみると、 DSM-Jll-Rを用いた論文は 1論文の
みであったが、その有病率は1.89%(DSM-Ill 
とDSM'-lll-Rでは 1%未満）であり、 DSM-JVを
用 いた論文は 8 論文あり、 0.03~1.48% (DSM-
JVとDSM-IV-TRでは 1%以下）であった。分
析対象論文に示されたこれらの数値はDSM-
Jll-RとDSM-IVに記載されている有病率とはず
れがあった。そしてDSM-5を用いた諭文の有
病率は0.15% (DSM-5 では 0.03~1%)であり、
DSM-5に記載されている有病率の範囲に入って
いた。また、 DSM-5の下限俯0.03は、 DSM-JV
を用いたKarakayaet al. (2008)における診断の
有病率が反映されていることが伺える。 DSM-5
を用いた1論文は国内の闊査研究であり、日本
における選択性絨黙の有病率を拙定できる根拠
になると考えられる。また、 DSMの診断基準
が適用されなかった論文における有病率は0.02
~0.69%であった。このことから、診断基準に
よって有病率が大きく変動することが示唆され
る。
また、診断基準の記載があり、かつ、調査
対象の年齢を 3~5 歳に特定できる論文にお
ける有病率は 0.07~1.48% (Bufferd, Dougherty, 
Carlson, & KleLn, 2011 ; Carl.son et al., 1994 ; 
Karakaya et al., 2008)であり、 6歳以上では0.04
~1.89 %であった。
なお、診断基準の記載があり、かつ、調査対
象者数が5,000名以上、そして学校を調査フィー
ルドとした論文は 4編 (Elizureet al., 2003 ; 久
田ら， 2016; Karakaya et al., 2008 ; Sharkey et al., 
2012) のみであり、有病率は 0.03~0.47% で
あった。
調査が行われたフィールドについて、 DSM
の診断基雌を用いた諭文のうち、学校における
有病率は 0.03~1.89%であり、クリニ・ックにお
ける有病率は 0.11~1.48% であった。調査の
フィールドが有病率に影響を及ぽしている可能
性があり、一般にはクリニックより学校におけ
る有病率がより高い傾向がある。 Standartand 
Le Couteur (2003)は、学校における調査では、
いわゆる 「隠れた選択性絨黙 (b.iddenselective 
mutism)」が特定されるからであると述べてい
る。「隠れた選択性絨黙」は、症状があっても
保健医療サービスに！！せ会されなかったり、学校
関係者からも注目されなかった可能性があるこ
とを指摘している。
DSMの診断基準を用いた論文のうち、年齢
別有病率が記載されている論文はKarakayaet 
al. (2008)のみであった。 Karakayaet al. (2008) 
は、 s~s 歳の子どもを対象とし、選訳性絨黙
の特徴の有無を調査した後、災際の診断につな
がった子どもを調査し、年齢別有病率をまとめ
ている。選択性絨黙の特徴に関する有病率は
0.82%であったが、診断の有病率は0.03%で急
減した。診断の有病率をみると、幼稚園 (5歳）
が0.07%で最も高く、その後、小学 1年と小学
2年では0.02%と減少している。
また、 DSMの診断基準を用いていないが、
Brown and Lloyd (1975) は 4~6 歳の子どもを
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対象にし、学校における選択性絨黙の特徴の有
病率を縦断的に調査している。その結呆、小学
校入学8週後の有病率が0.69%であったのが、
32週後には0.08%に減少し、 72週後には0.02%
まで減少している。分析対象の論文の中で逆の
傾向が見られる論文（村本， 1983) もあるが、
全体的に有病率は低年齢を対象にした研究でよ
り高い傾向が見られた。
選択性絨黙は青年や成人に比べ、低年齢の子
どもでより出現しやすいとされている (American
Psycfoatric Association, 2013)。しかし、本研究の
分析対象諭文における調査対象は 3.6~17歳で
あり、青年や成人を対象とした調査研究は見当
たらなかった。加齢に伴い有病率が低下する傾
向は見られるが、青年や成人に比べ、低年齢の
子どもでより出現しやすいことを直扱に支持す
る論文はなかった。今後の調査研究では調査対
象の年柑令を拡大する必要があるといえる。
また、 DSMにおける選択性絨黙の発症年齢
は、通常、 5歳未満であるとされているが、入
学するまでは臨床的に注目されない可能性があ
ることも指摘されている (AmericanPsychiatric 
Association, 2013)。そのため、選択性誠黙の発
症から診断までの時間差が生じることはよく指
摘されている (Giddan,Ross, Sechler, & Becker, 
1997 ; Kristensen, 2000 ; Kumpulainen et al., 
1998)。Vianaet al. (2009)はこの時IMJ差は選択
性絨黙のアセスメント、介入、そして医療サー
ビスなどに影響を及ぽす可能性があると述べて
おり、 Sharpet al. (2007)は、選択性鍼黙児の入
学時により良いスクリーニングシステムの札『築
が必要であると述べている。本研究の分析対象
諭文における発症年齢は 2.7~7 歳であり、分
析対象論文からはその根拠となる結呆は見当た
らず、国内誌では発症年齢について言及してい
る論文がなかった。発現時期についてはおおむ
ね幼児斯の出現が多いが、息春期以降に発視
する事例があることも示されている（園山，
2009)。今後、発症年齢に関する調査研究が必
要であるといえる。
本研究の分析対象論文ではないが、荒木
(1979)は14年1月に病院を受診した選択性誠黙
児34名を追跡調査し、絨黙の発症時期と発症
きっかけについてまとめている。その結果をみ
ると、 4~6 歳の入学・入園を契機に発症する
者が多かった。
一般に、性別や人種／民族性によって、選択
性絨黙の有病率に差異はないとされている
(American Psychiatric Association, 2013)。本研究
の分析対象の洵外誌における有病率は o.02~
1.89% であり、国内誌では 0.03~0.47%であっ
た。また、分析対象論文の男女比は l: 0.4~1.5 
であり、性差については確定的な結呆は得られ
ていないといえる。
選択性絨黙の持統期間は椋々であり、縦断的
経過はり、：「lられていないとされている (American
Psychiatric Association, 2013)。Kumpulainenet al. 
(1998)は、選択性絨黙の持続期間は、 38人中、
5% が、 5 ヵ月未満、 8%が 6~12ヵ月、それ
以外は12ヵ月であったことを報告している。
しかし、他に選択性絨黙の持続期間や経過につ
いて記載している論文は見当らなかった。
以上のことから、選択性絨黙の有病率の根拠
は不足しており、発症時期および持続期間など
についても未だに明確になっていないことが明
らかになった。これらのことは今後の調査研究
の課題となってくるといえる。
また、国内誌の 3論文は30年以上前のもの
であり、最近の選択性絨黙の有病率に関するも
のは久田ら (2016)のみであった。今後、対象
地域や対象年齢を広げるなど、日本の選訳性絨
黙の現状を把握する必要がある。また、本研究
の分析対象論文は電子データベースを用いて検
索をした結呆であった。 1次的に抽出された複
数の論文に引用された論文も追加したが、キー
ワードに依存して判Ii',された傾向がある。今後
の研究では、直要な諭文が除外されないよう、
キーワードの組み合わせなどを工夫する必要が
あると考える。
付記
本研究はJSPS科研費16H03808の助成を受け
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A Brief Review of the Literature on the Prevalence of Selective M.utism 
Sungha CHO* and Shigeki SON OYAMA** 
The present study reviewed previous research on the prevalence of selective mutism to provide an 
overview of evidence-based references and estimate its prevalence rate. Of the previous research 
published u1 English or Japanese academic journals, 16 studies were selected on the basis of our 
inclusion criteria and analyzed in .12 items. The age range of the subjects was from 3 .6to 17, and the 
range of the prevalence rate was between 0.02 to J .89%. Twelve studies were conducted at 
kindergartens 01,・schools, and four were conducted at clinics. Regarding tbe diagnostic criteria, one 
study was based on DSM-11l-R, eight was on DSM-IV, one was on DSM-5, and six other studies did 
not state what diagnostic criteria they employed. Very limited studies have been published in Japanese 
journals, and the total number was only four. There is no exteJ1sive research on the prevalence of 
selective mutism conducted in Japan in recent years. Thus, future research is highly needed to 
investigate the status of selective mutism in this country as well as examine the age of onset. 
Key words: selective mutism, prevalence, previous research 
* Graduate School of Comprehensive Human Sciences, University o「Tsukub3
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